
事業概要

JTグループは、70以上の国と地域で事業を展開するグローバルたばこメーカーであり、130以上の
国と地域で製品を販売しています。たばこ事業に加えて、医薬事業と加工食品事業も展開しています。

 たばこ事業
　たばこ事業は、2022年よりスイス・ジュネーブに本社機能を設け、世界各国でた
ばこ製品を製造販売しています。
　主な市場として、日本、フィリピン、台湾、イタリア、スペイン、英国、ルーマニア、
ロシア、トルコが挙げられます。製品ポートフォリオにはPloomやLogicなどのRRP*
に加え、Winston、Camel、MEVIUS、LDといったCombustiblesのトップブランド
があります。

 医薬事業
　医薬事業は、「循環器・腎臓・代謝」「免疫･炎症」「中枢」の3領域を中心に、医療用医薬品
の研究開発、製造販売を行っています。
　主要な製品には、「コレクチム®軟膏0.5%、0.25%」「リオナ®錠250mg」「エナロイ®錠2mg、
4mg」などがあります。

 加工食品事業
　加工食品事業は、冷凍麺、パックごはん、冷凍お好み焼きを主力とする冷食・常温事業、酵
母エキス調味料などを主力とする調味料事業、首都圏を中心に店舗を展開するベーカリー事業
の3つの事業を展開しています。
　主要な製品には、冷凍麺の「冷凍さぬきうどん」や、パックごはん「たきたてご飯」、酵母エキ
ス調味料「バーテックス」などがあります。

* RRP（Reduced-Risk Products）：喫煙に伴う健康リスクを低減させる可能性のある製品

2兆3,248億円

たばこ 90.1%医薬 3.5%

加工食品 6.3% その他 0.1%

売上収益構成比（2021年度）

グローバルな事業基盤

　たばこ事業は、販売数量で世界第３位*を誇り、世界に
おける販売数量シェア上位10ブランドのうち３ブランドを製
造・販売しています。
　お客様に信頼される高品質なたばこづくりを目指し、	
グローバルな製造体制を構築しています。2021年12月末

時点で、日本国内では４つのたばこ製造工場および２つの
その他たばこ関連工場が、日本を除く28の国・地域では
33のたばこ製造工場（その他たばこ関連工場含む）が稼
動しています。
* China National Tobacco Corp.（中国専売公社）を除く

たばこ製造関連拠点 (2021年12月末現在)

55,381人

たばこ 87.0%医薬 2.4%

加工食品 8.8% その他 1.8%

従業員数構成比（2021年12月末現在）

たばこ事業	 39拠点

加工食品事業	 5拠点

※�医薬事業は生産拠点を保有してい
ません。
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主要指標

財務パフォーマンス

売上収益

調整後営業利益

当期利益

フリー・キャッシュ・フロー 1株当たり配当金
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2兆3,248億円
前年度比11.1%増収

3,385億円
前年度比9.1%増益

140円4,820億円
前年度比219億円減少

連結ベースの売上収益は、海外たばこ事業における継続的な
シェアの伸長およびプライシング効果がポジティブに作用した
ものの、ネガティブな為替影響、日本市場における趨勢減お
よびRRPカテゴリ拡大による影響の継続等を主因とし、2019
年度、2020年度は減収でした。2021年度は海外たばこ事
業においてシェアの伸長および総需要が堅調に推移したこと
に加え、為替影響がポジティブに作用したこと等を主因として、
2020年度と比較して+11.1%の2兆3,248億円となりました。

当期利益は、営業利益の減少および金融損益の悪化を主因
として2017年度から2020年度まで減少していました。しか
し、2021年度は営業利益の増益により、2020年度と比較し
て+9.1%の3,385億円となりました。

1株当たり配当金は、2019年度まで継続的な増配を実施し
てまいりました。株主還元方針の変更に伴い、2021年度の	
1株当たりの配当金は、140円となりました。

ビジネスを通じたキャッシュ創出能力は安定しています。
2021年度は、2020年度に発生した旧本社ビルの売却収入
の剥落等により、2020年度と比較して▲219億円の4,820
億円となりました。

為替一定ベースでは

前年度比22.9%増加
6,104億円（財務報告ベース）

前年度比25.4%増益
財務報告ベースの調整後営業利益は、海外たばこ事業に	
おいて為替影響がネガティブに作用したことおよび国内たば
こ事業の減収等を主因として、2019年度、2020年度は減益
となりました。2021年度は、海外たばこ事業における売上
収益の増収およびポジティブな為替影響等を主因とし、2020
年度と比較して+25.4%の6,104億円となりました。なお、
為替一定ベースの調整後営業利益は、2020年度と比較して
+22.9%の5,984億円となりました。

株主還元方針を含む経営資源配分方針の詳細はP. 29をご覧ください。
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リスクファクター

　JTグループは、130以上の国と地域で製品
を販売するグローバルたばこメーカーであり、
医薬事業、加工食品事業も展開しています。
当社グループの事業特性、事業環境の変化等
によりさまざまなリスクがあります。

　当社グループは、当社グループに影響を及ぼす可能性
があるリスクを明確化し、その動向を注視するとともに、
当該リスクの顕在化防止、または仮に顕在化した際にその
影響を最小限に抑えるための対策を講じています。
　当社グループは、これらすべてのリスクを統合的に把握・
管理できる体制を構築しており、「①リスク特定」「②リスク

評価」「③リスク対応計画の策定」「④リスク対応計画のモ
ニタリング」の4ステップでリスクマネジメントを推進してお
ります。
　以下に記載したリスクは当社グループに関するすべての	
リスクを網羅したものではなく、記載されたリスク以外のリ
スクも存在します。係るリスク要因のいずれによっても、

リスクの種類 リスクの概要 リスクの主な影響 主な対応

1）�大幅または度重なる 
増税

たばこ製品に対しては、消費税または付加価値税に加えて、たばこ税あるいはそれに類する税金が課せられています。
各国で財政および公衆衛生の観点による増税議論が行われ、たばこ税の増税が行われています。加えて、一般的に、
付加価値税も上昇の傾向にあります。当社グループは、増税が行われた場合には、増税分に加えて定価改定後の
需要減による影響も考慮し、価格に転嫁することとしており、トップライン施策、コスト効率化と合わせて増税に伴う
事業影響の最小化に努めています。なお、ほとんどの政府が大幅な増税や度重なる増税は、税収の減少につなが
る可能性があることを認識し、合理的なアプローチを取っていますが、市場によっては過去に当社グループの事業
に大きな影響を与えるような増税が行われたことがあります。

たばこ製品に対する大幅または度重なる増税は、たばこ製品
の消費減少や不法取引の増加につながります。また、お客様*
の低価格帯製品への転移を発生・促進させることがあります。
その結果、当社グループの販売数量、売上収益、利益が減少
する可能性があります。

• �関係当局に対し、大幅または度重なる増税は、消費減少による税収減少や不
法取引の増加といった負の影響を伴い得ることについて理解を促す。
• �お客様*の嗜好・行動の変化に対応できるよう製品ポートフォリオの最適化を
図る。
• �限られた市場から生み出される利益に過度に依存しないよう、グローバル事
業基盤の強化および拡充を図り、継続的に利益創出できる市場数を拡大する。
• �収益を確保すべく、さらなるコスト効率化を進める。
• �当該市場における増税影響を最小化すべく適切な価格設定を行う。

2)不法取引の増加 不法取引は、たばこ業界だけでなく、社会全般に関わる問題です。たばこ業界にとっては、適切に法令に則って行っ
ているビジネスを阻害するものであり、社会にとっては政府の税収の減少、組織犯罪の増加、粗悪な製造品質や不適
切な製品管理による健康被害といった問題を引き起こす可能性があります。当社グループをはじめとしたたばこ業界
は、密輸や偽造といった不法取引撲滅に向けた取り組みを続けています。
不法取引は大幅または度重なる増税実施後に増加する傾向があります。また、製品成分やパッケージに対する規制は、
偽造を容易にするとともに、非正規品の検出を困難にするおそれがあり、不法取引を助長する可能性があります。

不法取引の増加は、正規品の需要減少を引き起こし、当社グ
ループの販売数量、売上収益、利益の減少につながるおそれ
があります。また、不法取引への対応に係る負担が、利益を
圧迫することがあります。加えて、偽造品の品質が低いことな
どから、非正規品の流通が正規品の信頼を損ない、そのブラン
ドとブランドを保有する企業の評価を下げる可能性があります。

• �政府、規制当局、取締機関と協働して不法取引撲滅に向けた取り組みを実行する。
• �厳格なコンプライアンス方針に則り、信頼できる相手先とのみ取引を行う。
• �非正規品の購入が及ぼす悪影響を、お客様*に理解していただく。
▶�不法取引撲滅に向けた活動の詳細は、たばこ事業：事業を取り巻く規制への適切な対応と不法

取引の防止(P. 57)をご覧ください。

3)たばこ規制の強化 たばこ業界は販売促進活動規制（広告規制含む）をはじめとした多くの規制を受けており、規制の動向に応じ、当
社グループの事業および業績へ影響を与えることがあります。
こうした規制は、不法取引の増加につながるおそれがあり、当社グループの適法・適切に行っている事業に悪影響
をもたらす可能性があります。また、お客様*とのコミュニケーションに関する規制の厳格化が進展すれば、効果的
な販売促進活動を実施することが難しくなり、トップライン成長に影響を与える可能性があります。
責任ある企業として、当社グループは、事業を展開している国・地域の法令および規制を遵守しています。また、法
令や規制は、各国の法制度、社会情勢、文化を背景として、国ごとに異なって然るべきであると考えています。

販売促進活動に係る規制の強化によって、ブランドエクイティ
を高める機会を失った結果、トップライン成長戦略の実効性を
損なう可能性があります。また、規制によっては、その対応
に伴い追加的なコストが発生することが考えられます。その
結果、販売数量、売上収益、利益が減少することがあります。

• �規制動向の正確かつ迅速な情報収集を行う。
• �目的にかなった合理的かつ偏りのない規制となるよう、政府や規制当局との	
建設的な対話に努める。

▶詳細は規制・重要な法令（P. 84）をご覧ください。

4）競合他社との競争 当社グループは、たばこ事業において、競合他社と熾烈な競争関係にあります。
たばこ事業においては、当社グループはオーガニック成長に加え、RJRナビスコ社の米国外たばこ事業の取得、ギャ
ラハー社の買収等を通じて事業を拡大してきました。これら買収の結果、当社グループは、グローバルに事業を展
開するたばこ会社に加え、それぞれの地域において強みを持つ企業と競合関係にあります。
各市場におけるシェアは、規制、お客様*の嗜好・行動の変化や各市場の経済情勢といった要因に影響されて変動
します。また、各社の新製品の投入やこれに伴う特別の販売促進活動等の一時的な要因により、短期的に変動す
ることがあります。

シェアの変動は、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性
があります。また、当社グループが事業を展開する市場の中
には、市場シェアの獲得を目的とした値下げやブランドのリポ
ジショニング等により価格競争が起きる場合があり、この影響
を受け個別市場の当社グループ利益率が悪化する可能性が
あります。

• �お客様*の嗜好・行動の変化やニーズにマッチした製品を提供することや、各
価格帯に強いブランドを配置することで、製品ポートフォリオの最適化を図る。
• �営業力の強化や効果的な販促施策を行う。
• �収益を確保すべく、さらなるコスト効率化を進める。
• �限られた市場から生み出される利益に過度に依存しないよう、グローバル事
業基盤の強化および拡充を図り、継続的に利益創出できる市場数を拡大する。

* 喫煙可能な成人のお客様を意味します。なお、喫煙可能年齢は、各国の法令により異なります。日本では20歳未満の方による喫煙は、法律で禁じられています。

当社グループの事業運営および業績に影響を及ぼす可能
性があります。
　本章の記述は、本統合報告書P. 129に記載の「将来に
関する記述等についてのご注意」と併せてご覧ください。
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リスクファクター

リスクの種類 リスクの概要 リスクの主な影響 主な対応

5）カントリーリスク JTグループは、長期的な成長実現のため、世界各国・各地域で事業展開しております。当社グループが事業を行って
いる市場において、現地の政治・経済・社会・法制度等の変化や暴動、テロおよび戦争の発生に伴うカントリーリスクが
相対的に高まり、リスクが具現化した場合には、当社グループの事業運営および業績に影響を与える可能性があります。
また、当社グループは、2022年3月10日に公表した通り、昨今のロシア・ウクライナ情勢を踏まえ、ロシア市場におけ
る当社グループのすべての新規の投資およびマーケティング活動等を停止することとし、それに基づく対応を実施してま
いりました。加えて、同年4月28日に公表した通り、今後、事態の長期化等により、当社グループによる安定的かつ持
続的な事業運営に著しい支障が生じる蓋然性を踏まえ、ロシア市場におけるたばこ事業の運営のあり方について、当社
グループ経営からの分離を含めた選択肢の検討を行っております。ロシア市場における事業環境は、過去に例がない
厳しいものとなっており、今後の事業への影響は多岐にわたるものと想定されますが、当該統合報告書の発行日現在に
おいて、今後の見通しや業績への影響については合理的に見積ることができません。

政情不安、景気低迷、社会的騒乱等によりリスクが具現化した
場合、サプライチェーンや流通網の遮断、資産や設備の毀損、
人員配置および営業管理の困難性等によって、特定の市場に
おける当社グループの事業運営が阻害され、販売数量、売上
収益、利益が減少する可能性があります。

• �安定的な事業運営に向け、事業展開をしている各国・各地域におけるカントリー	
リスクに係る情報を収集し、モニタリングを行う。
• �限られた市場から生み出される利益に過度に依存しないよう、グローバル事業基
盤の強化および拡充を図り、継続的に利益創出できる市場数を拡大する。

6）為替変動 JTグループは、グローバルに事業を展開していることから、為替の変動に係るリスクに晒されています。
当社グループの連結財務諸表は日本円表示で作成していますが、海外の当社グループ会社は、ロシアルーブル、ユーロ、	
英ポンド、台湾ドル、米ドル、スイスフラン等の通貨で財務諸表を作成しています。そのため、外国通貨の日本円に対す
る為替変動がグループ業績に影響を与えることとなります。加えて、海外におけるたばこ事業の業績報告に関しては、
JT International Group Holding B.V.が海外たばこ事業傘下のグループ会社の業績を連結し、米ドル表示で連結
財務諸表を作成しており、米ドルとグループ会社が使用するその他通貨の間の為替変動の影響を受けています。当社
グループは、このような財務諸表の換算に起因するリスクについては原則ヘッジを行っていません。ただし、資本を日
本円に換算し連結する際のリスクに対しては、外貨建有利子負債を利用したヘッジを行っており、その一部は純投資ヘッ
ジの指定を行っております。
さらに、日本円以外の通貨で取得したグループ会社について、清算、売却、あるいはその価値を大きく減損する場合に
発生する損益も為替影響を受けます。具体的には、取得時と清算等を実施した際との、取得通貨と日本円との間の為替
差が影響します。

日本円に対するその他通貨の為替変動が、当社グループの連結
業績に影響を与えます。また、米ドル表示の海外におけるたばこ
事業の業績が、米ドルに対するその他通貨の為替変動の影響を
受けます。加えて、グループ会社がその報告通貨と異なる通貨
で取引を行う場合にも、為替変動リスクがあります。

• �為替相場の現状等を総合的に勘案の上、外国為替に係るヘッジ方針を策定し、	
当方針に基づき、外貨建有利子負債等の保有などを通じたヘッジにより、リスク
を低減する。

7）感染症 JT グループは世界各国・各地域で事業を展開しており、感染症の世界的流行は当社グループの事業運営に大きく影響
する可能性があります。近年、新型コロナウイルス感染症の世界的な拡大は、世界経済の減速・後退および生活様式
の変化等未曽有の事態をもたらしており、各事業における中長期的な消費動向・需要動向等への影響については注視
が必要です。現時点において、新型コロナウイルス感染症の影響による事業継続に支障はありませんが、今後新型コロ
ナウイルス感染症をはじめとした感染症が拡大した場合、当社グループの業績に悪影響を及ぼす可能性があります。

感染症の世界的な流行は、世界経済の減速や生活様式の変化
等を通じ、当社グループの事業運営および業績に悪影響を及ぼ
す可能性があります。

• �感染症の感染被害抑止と従業員やその家族等の安全確保の観点から、在宅勤務
の積極的活用、職場衛生管理の強化等さまざまな予防・感染防止策を実施する。
• �事業継続の観点から、工程衛生管理の徹底等による安全性を確保した生産体制
の継続やサプライヤーの複数化により、安定した製品供給体制を整備する。

8）訴訟の不利な展開 JTの一部子会社は、喫煙、たばこ製品のマーケティングまたはたばこの煙への曝露により損害を受けたとする訴訟の被
告となっています。喫煙と健康に関する訴訟については、当社の一部子会社を被告とする訴訟、またはRJRナビスコ社
の米国外たばこ事業を取得した契約に基づき、当社が責任を負担する訴訟が存在しています。当社グループは、こうし
た訴訟において、現在あるいは将来の訴訟の結果を予測することはできません。
また、喫煙と健康に関する訴訟以外にも、当社グループの製品の品質に何らかの問題が生じた場合に製造物責任の請
求を受ける等、今後も当社グループを当事者とした訴訟等が発生する可能性があります。

訴訟が当社グループにとって望ましくない結果となった場合、多
額の賠償責任を負うこと等により、当社グループの業績に悪影
響を及ぼす可能性があります。また、これら訴訟に関する批判
的な報道等により、喫煙に対する社会の許容度の低下や公的な
規制の強化、当社グループに対する多くの類似の訴訟の提起や
係る訴訟の対応および費用が発生することで、当社グループの
業績に悪影響を及ぼす可能性があります。

• �社内外連携体制を構築し、訴訟等の情報把握と経営層や関係部門への情報共有
を速やかに行う。
• �必要に応じ社外弁護士と連携して、適時適切な訴訟対応を行う。
▶詳細は訴訟（P. 87）をご覧ください。

9) 自然災害 地震、台風、洪水をはじめとした自然災害によって、従業員の被災、仕入先の被災に起因する供給不足、交通、流通
サービスおよび販売チャネルの障害、電気・水道等の停止、需要の減少等により当社グループの業績に悪影響を及ぼす
可能性があります。

自然災害により、当社グループのみならず、バリューチェーン全
体が被害を受け、当社グループの事業を滞らせ、業績を悪化さ
せる可能性があります。

• �平時から危機管理関連情報の継続的な収集および発信を行う。
• �グローバルベースでサプライチェーンの全体最適化等の事業継続計画の整備を
行い、必要に応じて見直しを加える。
• �防災訓練等を実施し、従業員の防災意識を高める。

10) 気候変動 地球温暖化に伴う気候変動は、集中豪雨等の異常気象による浸水・洪水・土砂災害や、天候不順による酷暑・大雪・
干ばつ、水資源の変化、生物多様性の損失等、さまざまな被害をもたらします。その結果、葉たばこ等、当社グルー
プの主要原料の生育環境の変化やサプライチェーンの寸断等が引き起こされ、原料品質の悪化や原材料価格および調
達コストの増加等により、当社グループの製品製造や業績に悪影響を及ぼす可能性があります。
また、気候変動影響を緩和するための脱炭素社会への移行に伴い、化石燃料由来のエネルギー等の価格に炭素税が付
加される場合、当社グループの事業コストを増加させ、利益を圧迫するおそれがあります。

気候変動により、JTグループや、当社グループのバリューチェー
ンが被害を受けることで、当社グループの業績に悪影響を及ぼ
す可能性があります。また、脱炭素社会への移行に伴って事業
コストが増加し、当社グループの業績に悪影響を及ぼす可能性
があります。

• �TCFD 提言に基づいて気候変動シナリオ分析を実施し、気候変動が事業に及ぼ
す影響をより的確に把握し、適切に対応できる体制を整備する。
• �気候変動影響を緩和するため、バリューチェーン全体での温室効果ガス排出量ネッ
トゼロに取り組む。
• �気候変動により激甚化するおそれのある自然災害に対し、上記「9 自然災害」
に記載の対応を行う。

▶詳細は環境負荷の軽減（P. 76）をご覧ください。
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規制・重要な法令

たばこ事業

　たばこ規制環境は、2005年2月に発効した「たばこの
規制に関する世界保健機関枠組条約（FCTC）」を契機
に、年々厳しくなる傾向にあります。
　当該条約は、喫煙の広がりの継続的かつ実質的な抑
制を目的としており、たばこ需要減少のための価格およ
び課税措置についての条項、たばこ需要減少のための
非価格措置についての条項（受動喫煙からの保護、たば
こ製品の含有物・排出物に関する規制、たばこ製品につ
いての情報の開示に関する規制、たばこ製品の包装およ
び表示に関する規制、たばこの広告、販売促進およびス
ポンサーシップに関する規制等）、たばこの供給減少に関
する措置についての条項（たばこ製品の不法取引を防止
するための措置、たばこ製品の未成年者*への販売を防
止するための措置等）等を規定しています（日本政府は
2004年6月に当該条約を受諾しています）。
　なお、当該条約においては、各締約国の一般的義務
として、たばこ規制戦略、計画およびプログラムの策定、
実施、定期的な更新、および検討を行うことが定められ
ていますが、各締約国における具体的規制の内容・範
囲・方法等は各国に委ねられています。当該条約発効
後、締約国会議（COP）が定期的に開催され、各条項に
係るガイドラインや議定書（FCTCとは別に批准・受諾
等を要する）を策定する等、締約国間での議論が継続し
ています。
　各国の具体的規制として、当社の重要市場であるロ
シアにおいては、2013年2月にたばこ製品の店頭陳列
規制、販売場所規制、広告・販促・スポンサーシップの
禁止、最低小売価格の設定、公共の場所における喫煙
禁止、不法取引対策等を含む包括的たばこ規制法が成
立し、同年6月から段階的に施行されています。
　また、EUにおいては、2001年7月に公布された「た
ばこ製品指令（EU TPD）」が改定され、2014年5月に
発効しました。改定指令では、たばこ製品の包装・表
示規制の強化、たばこ製品の添加物規制、電子たばこ
製品関連規制、不法品対策等が含まれており、発効後、

各加盟国で本指令に基づく規制が導入されています。
　さらに、2012年12月に、豪州が規定のフォントスタ
イルおよびフォント色での製品名の刷記を除き、たばこ
パッケージにロゴ・ブランドイメージまたは販促文言を刷
記することを禁止するプレーンパッケージ規制を導入して
います。現在、同様の規制が、フランス、英国等で導入
済みであり、複数国が導入を検討または決定している状
況にあります。
　日本国内においては、たばこ事業法において、国産
葉たばこの買入れ義務や財務大臣による小売定価の認
可が定められているほか、たばこ事業法、関連法令およ
び業界自主規準は製造たばこの販売および販売促進活
動に関する規制を設けております。この規制には広告活
動や製造たばこの包装に製造たばこの消費と健康の関
係に関して注意を促す文言を表示することも含まれてい
ます。具体的には、2020年に改定された一般社団法
人日本たばこ協会の自主規準によれば、製造たばこの
包装における注意文言表示については、最新の科学的
知見に即した文言の追加・改定および表示面積の拡大
などの新たな表示方法へ切り替え、広告規制について
は、インターネット広告等について未成年者*を対象とし
ないためのより実効性の高い措置を講じる、店頭広告の
大きさや掲示方法について新たに必要な制限を行う等の
内容が含まれます。
　また、受動喫煙防止の観点からは、2018年7月に「健
康増進法の一部を改正する法律（以下「本法律」）」（平
成30年7月25日法律第78号）が成立し、多くの人が利
用する施設ごとに、望まない受動喫煙を防止するための
対策が強化されました。本法律は2020年4月1日から
全面施行され、喫煙場所が減少していくものと認識して
います。喫煙環境の具体的変化を詳細に見通すことは
困難ですが、当社グループの業績への影響は一定程度
あるものと認識しています。
　RRP（Reduced-Risk Products）については、喫煙に
伴う健康リスク低減を科学的に評価するための新しい指
針や枠組みが、米国をはじめ欧州各国で確立され始めて
おり、リスク低減に関する公的機関からの認証を得るた

めの活動が、たばこメーカー各社の中で活発になってき
ています。また、これら新しいタイプの製品に関する規制
については、米国において2020年2月からフレーバー付
き電子たばこの一部についての販売が禁止されるなど、
新たに個別の規制が導入される例や、従来のたばこ製品
と同等の規制を適用する例などがありますが、現状では
世界的なトレンドが形成されるまでには至っておらず、市
場および国ごとに取り扱いが大きく異なっています。

規制による当社グループの業績への影響

　将来における販売活動、マーケティング、包装・表示、
たばこ製品および喫煙に関する法律、規則および業界
のガイドラインの正確な内容を予測することはできません
が、当社グループは、製品を販売する国内および海外に
おいて上記のような規制または新たな規制（地方自治体
による規制を含む）が広がっていくものと予測しています。
　当社グループとしては、たばこに関する適切かつ合理
的な規制については支持する姿勢ではありますが、上記
のようなたばこに関する規制が強化された場合、または
係る規制強化に適時適切に対応できなかった場合には、
たばこに対する需要および市場シェアの減少や、新たな
規制に対応するための費用等の要因を通じて、当社グ
ループの業績に悪影響を及ぼす可能性があります。

マーケティングにおける自主規制について

　当社グループは、事業を運営する各国の規制を遵守
するとともに、「JTグローバルマーケティング原則」に基
づき事業を遂行しています。本原則は、たばこ製品につ
いて責任あるマーケティング活動を実施していくことが
重要であるとの認識を踏まえたもので、当社グループが
実施する広告販促活動等の原則を記しています。これ
には、未成年を対象としたマーケティング活動や、成人*	
であっても喫煙開始を推奨したり禁煙を妨げたりするこ
とを目的としたマーケティング活動を実施しないことなど
が含まれます。また、未成年者*喫煙防止は社会全体

で取り組む必要のある課題であると認識しており、本原
則に基づき、適切な事業運営を行うとともに、各国政府
や関係団体等と連携して未成年者*喫煙問題に向けた
さまざまな取り組みを行っています。
　詳細はJTウェブサイトをご覧ください。

* �喫煙可能な成人のお客様を意味します。なお、喫煙可能年齢は、各国
の法令により異なります。日本では20歳未満の方による喫煙は、法律で
禁じられています。

医薬事業

　日本および世界の主要な市場において、医薬品の研
究・開発・製造・販売およびプロモーション等は非常に
厳格に規制されています。さらに近年、安全性要求の高
まりを背景として、世界的に新薬の承認審査がますます
厳格化してきており、より多くの被験者で十分に時間を
かけて安全性を見極める必要があることから、臨床試験
の大規模化・長期化が進んでいます。一方で、承認申
請に必要な資料の質・量ともに国際的な共通化が進めら
れ、開発の効率化や経費削減につながるデータの国際
的相互利用を企図した医薬品の開発が盛んに行われて
います。
　日本においては、医薬品の製造販売は「医薬品、医療
機器等の品質、有効性および安全性の確保等に関する
法律（以下、薬機法）」により、厚生労働省、または関連す
る都道府県の規制対象となっています。医薬品製造販
売業者は、都道府県から5年ごとに製造販売業許可を取
得することが、薬機法により定められています。また、医
薬品製造販売業者は、各医薬品について、製造販売承
認を厚生労働省より取得することが定められています。
　さらに日本では国民皆保険制度のもと、保険医療に
使用できる医療用医薬品の品目と薬価（公定価格）が定
められています。また、薬価制度の抜本改革により、毎
年薬価改定、新薬創出・適応外薬解消等促進加算制
度対象品目の絞り込み、長期収載品の後発品置き換え
率に応じた段階的薬価引き下げ等が行われます。
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加工食品事業

　加工食品事業においては、食品の製造販売業者とし
て、主に食品安全基本法、食品衛生法、食品表示法を
含む法規制の対象となっています。
　食品安全基本法は、2003年に制定・公布された、
食品の安全性確保や消費者保護を目的とした法律であ
り、食品関連事業者は、食品供給工程の各段階におけ
るリスクの管理・評価・コミュニケーションを通じた科学
的な安全確保の取り組みが求められています。また、食
品衛生法は、飲食に起因する衛生上の危害の発生を防
止し、国民の健康保護を図ることを目的としており、食
品関連事業者は、食品、添加物、器具または容器包装
について自らの責任においてそれらの安全性を確保する
ために、知識および技術の習得、原材料の安全性確保、
自主検査の実施その他必要な措置を講じるよう努めな
ければならないとされています。2018年には内容を一
部改正する法律が公布され、HACCP（ハサップ）に沿っ
た衛生管理などが制度化されました。さらに、食品表
示法は、消費者利益の増進を図り、国民の健康保護・
増進等に資する食品の生産振興への寄与を目的として
おり、アレルゲンや賞味期限、原材料、原産地など販売
の用に供する食品に関する表示の基準（いわゆる食品表
示基準）が定められ、食品関連事業者はこの基準に従っ
た表示をしなければならないとされています。
　当社グループは、これらの関連法令の遵守・徹底はも
ちろんのこと、お客様に安全で品質の高い商品を提供し、
安心して召し上がっていただけるように、一つ上の満足
を追求する品質保証体制を推進すべく「フードセーフティ」
「フードディフェンス」「フードクオリティ」「フードコミュニ
ケーション」の4つの視点から取り組んでいます。

日本たばこ産業株式会社法

　当社は、製造たばこの製造、販売および輸入に関する
事業を経営することを目的として、「日本たばこ産業株式
会社法」に基づいて設立された株式会社です。日本政
府は、この法律において、常時、当社の発行済株式総数
（種類株式*¹を除く）の3分の1を超える株式を保有し
ていなければならないこととされています。また、当社
が発行する株式もしくは新株予約権を引き受けようとす
る者の募集をしようとする場合、または株式交換に際し
て株式、新株予約権もしくは新株予約権付社債を交付
しようとするときは、財務大臣の認可を受けなければな
りません。この法律では、当社の営む事業の範囲は「製
造たばこの製造、販売および輸入の事業ならびにこれに
附帯する事業のほか、当社の目的を達成するために必要
な事業」とされており、「当社の目的を達成するために必
要な事業」については財務大臣の認可を受ける必要があ
ります。取締役、執行役および監査役の選任および解
任の決議、ならびに定款の変更、剰余金の処分（損失の
処理を除く）、合併、分割または解散の決議には財務大
臣の認可が必要とされています。また、毎事業年度終
了後3カ月以内に、貸借対照表、損益計算書および事
業報告書を財務大臣に提出する必要があります。
　なお、2011年12月2日に公布・施行された復興財
源確保法*²の附則において、日本政府は、2023年3月
31日終了年度までの間に、たばこ事業法等に基づくた
ばこ関連産業への国の関与のあり方を勘案し、当社株
式の保有のあり方を見直すことによる処分の可能性につ
いて検討を行うこととされています。
*1 �株主総会において決議することができる事項の全部について議決権を

行使することができないものと定められた種類の株式
*2 �東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の

確保に関する特別措置法

規制・重要な法令

　当社の一部子会社は、喫煙、たばこ・電子たばこ製品
のマーケティングまたはたばこの煙への曝露から損害を
受けたとする訴訟の被告となっています。喫煙と健康に
関する訴訟については、当社の一部子会社を被告とする
訴訟、またはRJRナビスコ社の米国外たばこ事業を取得
した契約に基づき、当社が責任を負担するものが存在し
ています。また、当社グループは、喫煙と健康に関する
訴訟以外の訴訟においても当事者になっています。
　カナダにおいては、当社のカナダ子会社であるJTI-
Macdonald Corp.（以下JTI-Mac）および当社の被補
償者（RJRナビスコ社のグループ企業）に対し、カナダ各
州政府により提起された10件の医療費返還訴訟が係属
中です。また、カナダでは喫煙に起因する損害を被った
としてその賠償を求める8件の集団訴訟も係属中です。
これらの訴訟の一部には請求額が数兆円規模のものも
あります。当社グループは、これら一連の請求に対して、
その根拠等を十分に精査した上で、必要なあらゆる手段
を尽くして対処していく所存です。
　なお2019年3月8日に、JTI-Macは「Companies, 
Creditors Arrangement Act（企業債権者調整法）」
（以下CCAA）の適用申請をオンタリオ州上位裁判所に
行い、承認されました。これにより、JTI-Macが当事者
となっている上述の訴訟手続および判決の執行はすべて
停止しております。また、JTI-Macは同法の適用下で事
業資産が保全され、事業を継続しております。
　ここ数十年の間に、米国において、多数かつ大規模
な喫煙と健康に関する訴訟がたばこ製造業者に対して
提起され、巨額の陪審評決が下される等の状況が見ら
れます。当社グループは米国におけるこれらの訴訟の被
告とはなっておらず、また補償義務も負っておりません。
当社が1999年にRJRナビスコ社から取得した事業およ
び2016年1月にReynolds American Inc.グループか
ら取得したNatural American Spirit事業には米国た
ばこ事業は含まれておりません。
　現在米国において、電子たばこの使用による健康影
響を争点とした訴訟および広告宣伝上の訴求やパッケー

ジ上の表示が消費者*の誤認を招くなどとして、損害賠
償や警告表示の刷記を求める訴訟が複数提起されてお
ります。当社グループは、電子たばこ事業者等複数社
に対して提起された個人訴訟1件の当事者となっており、
現時点において、本件訴訟手続は一時的に停止されて
おりますが、原告の請求について、その根拠等を十分に
精査した上で、必要なあらゆる手段を尽くして対処して
いく所存です。
　なお、過去および現在においても当社グループの米国
たばこ事業の規模は小さく、米国における訴訟状況が当
社グループの事業に対し近い将来において重大な悪影
響を及ぼすことはないと考えています。
　当社の一部子会社または当社の被補償者が当事者と
なっている主な訴訟については、有価証券報告書の連
結財務諸表注記「偶発事象」をご参照ください。
　今日までのところ、当社グループは喫煙と健康に関す
る訴訟において一度も敗訴しておらず、また和解金を支
払ったこともありません。しかしながら、当社グループは
係争中のまたは将来の喫煙と健康に関する訴訟がどのよ
うな結果になるのか予測することはできません。これら
の訴訟が当社グループにとって望ましくない結果になっ
た場合、多額の賠償責任を負うこと等により、当社グ
ループの業績に悪影響を及ぼす可能性があります。また
これら訴訟の結果にかかわらず、訴訟に関する批判的報
道その他により、喫煙に対する社会の許容度の低下、喫
煙に対する公的な規制が強化されること、当社グループ
に対する多くの類似の訴訟が提起されること、係る訴訟
の対応および費用の負担を強いられること等により、当
社グループの業績に悪影響を及ぼす可能性があります。
また、喫煙と健康問題関連の訴訟以外にも、当社グルー
プ製品の品質に何らかの問題が生じた場合に製造物責
任の請求を受ける等、今後も当社グループを当事者とし
た訴訟等が発生する可能性があります。これらの訴訟
等が、当社グループにとって望ましくない結果になった
場合に、当社グループの業績または製品の製造、販売、
輸出入等に悪影響を及ぼす可能性があります。

訴訟

* �喫煙可能な成人のお客様を意味します。なお、喫煙可能年齢は、各国の法令により異なります。日本では20歳未満の方による喫煙は、法律で禁じられて
います。
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